
令 和 ５ 年 度 予 算 に つ い て

下　　　　　妻　　　　市



 令和５年度  令和４年度 　増　　減  伸　び　率

18,060,000 19,620,000 △ 1,560,000 △ 7.95 ％

9,410,000 9,342,500 67,500 0.72

国 民 健 康 保 険 4,911,000 4,794,000 117,000 2.44

後 期 高 齢 者 医 療 554,000 536,000 18,000 3.36

介 護 保 険 3,936,000 4,005,000 △ 69,000 △ 1.72

介護サービス事業 9,000 7,500 1,500 20.00

2,974,652 3,883,794 △ 909,142 △ 23.41

水 道 事 業 1,476,024 2,316,367 △ 840,343 △ 36.28

下 水 道 事 業 1,498,628 1,567,427 △ 68,799 △ 4.39

30,444,652 32,846,294 △ 2,401,642 △ 7.31合　 　　計

 令　和  ５  年　度　予　算　総　括

（単位千円）

区　　　　分

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計



①子育て環境の充実 （千円）

事業の概要 予算額

1
下妻うえるかむベビー応援事業
（担当：健康づくり課）

国の出産・子育て応援交付金事業を活用し、妊娠中から妊産婦に寄り添
い、出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応じる伴走型相談支援
と、経済的支援(計10万円相当)を一体として実施する事業を行います。

27,259

新 2
子ども・子育て支援事業計画策定支
援事業（担当：子育て支援課）

第3期子ども・子育て支援事業計画を策定するため、令和5年度はニーズ
調査を実施します。

3,850

新 3
不育症検査費等助成事業
（担当：健康づくり課）

安心して子供を生み、育てることができるように、2回以上の流産を繰
り返す等の不育症に悩む方を支援するため、先進医療として告示された
不育症検査に要する費用や、保険適応外の治療費の一部を助成します。

250

4
利用者支援事業
（担当：子育て支援課）

子ども及びその保護者等、または妊娠している方が、教育・保育施設や
地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう専門職員を配置しサ
ポートします。

3,336

5
出産育児応援給付金
（担当：子育て支援課）

出生時に応援給付金を支給することで、子育て世帯の経済的負担の軽減
を図り、安心して産み育てられるまちとして、子育て支援施策を推進し
ます。

12,500

6
子どものための教育・保育給付事業
（担当：子育て支援課）

市の確認を受けた施設、事業に対して事業委託または、財政支援をする
ものです。認可保育園、認定こども園、私立幼稚園等

986,771

7
小規模保育事業
（担当：子育て支援課）

0歳から3歳未満児を対象に、保護者の就労等のため保育を必要とする子
どもを、小規模保育施設で保育します。

26,141

8
家庭的保育事業
（担当：子育て支援課）

増加する保育需要に応えるため、特に待機児童が発生しやすい0歳から3
歳未満児の受け皿を重点的に確保することにより、待機児童解消を図り
ます。

9,157

9
保育体制強化事業補助金
（担当：子育て支援課）

総合的な保育人材確保策として保育士資格がない者を雇用し、周辺業務
のサポートを行うことで、保育士の業務負担軽減を図ります。

6,960

10
多子世帯保育料軽減事業
（担当：子育て支援課）

保育料の負担が大きい多子世帯に対し経済的負担の軽減を図り、少子化
の改善を図るため、第2子以降の3歳未満児の保育料を軽減します。

19,026

11
民間保育所等副食費補助金事業
（担当：子育て支援課）

幼児教育無償化に伴い対象児童の副食費が実費徴収になったことから、
保護者の負担軽減を図るため、副食費の一部を補助します。月額3,600
円を超えた額（最大900円まで補助）

5,328

12
児童手当
（担当：子育て支援課）

0歳から中学校修了前の子どもを養育している方に対し支給します。
・0歳～3歳未満　　月額　　15,000円
・3歳～小学校修了前（第1・2子）　　月額10,000円
・3歳～小学校修了前（第3子以降）　　月額15,000円
・中学生　　月額　　10,000円
・特例給付（所得制限該当者）　　月額5,000円

626,350

13
児童扶養手当
（担当：子育て支援課）

父母の離婚や死亡などにより、父または母と生計を同じくしていない子
どもを養育される家庭（ひとり親家庭）の生活の安定と自立の促進に寄
与します。所得制限により手当の一部または全部について支給制限があ
ります。

193,109

14
学童保育事業
（担当：生涯学習課）

就労等により放課後の児童の保育が困難な保護者に代わり、市内18か所
の学童クラブにおいて保育を実施します。

85,335

15
電子母子手帳ママサポしもつま配信
事業（担当：健康づくり課）

妊娠中の健康記録や子どもの予防接種スケジュール・成長記録を自分の
スマートフォン等で一括管理できるほか、地域のイベントや子育て情
報、災害情報などのお知らせを配信します。

660

②保健、医療の充実 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
おたふくかぜワクチン助成事業
（担当：健康づくり課）

おたふくかぜの発症予防、重症化予防を目的とし、市内に在住する満1
歳から就学前の子どもに対し1回のみ3,000円を上限に費用の一部を助成
します。

2,250

新 2
免疫消失者への再接種費用助成事業
（担当：健康づくり課）

定期予防接種の免疫が骨髄移植手術等により失われた方の再接種費用の
一部を助成します。

270

新 3
健康増進計画・食育推進計画策定事
業（担当：健康づくり課）

健康増進計画・食育推進計画を一体的に作成し、市民の主体的な健康づ
くりや食育推進の取り組みを呼びかけ、健康の維持・増進を図ります。

5,930

1.主な事業の概要

第6次下妻市総合計画に基づき、まちの将来像「人と自然を活かし、住みよさを創るまちしもつま」 の実
現に向けて設定した、6つの基本目標を推進するため以下の施策事業に取り組みます。

事業名

事業名

育て、医療、社会福祉育て、医療、社会福祉 目標１：誰もが健やかに暮らせる「安心なまち」
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4
保健事業・介護予防等一体的事業
（担当：保険年金課、長寿支援課、
健康づくり課）

健康課題の分析や健康に不安を抱える後期高齢者を把握するとともに、
医療関係団体と連携をとりながら保健師等の医療専門職が中心となって
生活習慣病等の重症化予防や、心身機能を維持するために保健事業と介
護予防の両面から積極的な関与及び支援を行います。

12,282

5
妊産婦・未就学児の医療費無料化事
業（担当：保険年金課）

マル福制度における医療費自己負担金について、市独自に助成を行いま
す。（妊産婦については妊娠、出産に係る疾病のみ）

17,680

6
中学生・高校生相当の医療費助成事
業（担当：保険年金課）

マル福制度において県補助の対象とならない中学生及び高校生相当まで
の外来診療に対して、市独自に助成を行います。（※県補助対象：0歳
から小学6年生までの入院･外来及び高校生相当までの入院）

33,000

7
小児救急医療及び病院群輪番制運営
事業（担当：健康づくり課）

救急や夜間における発病に対応するため、小児救急医療及び病院群輪番
制を実施し、救急医療体制の充実を図ります。

5,171

8
各種予防接種事業
（担当：健康づくり課）

感染症対策として、予防接種の接種機会を安定的に確保し、予防接種率
の向上に努めます。

136,678

9
妊産婦・乳児健康診査事業
（担当：健康づくり課）

安心な妊娠・出産と妊産婦の健康管理および乳児の健康状態や発育・発
達を確認するため健康診査を行います。健康診査は医療機関に委託して
実施しているもののほか、保健センターにおいて5か月児、1歳6か月
児、2歳児、3歳児での健診を実施しています。

34,900

10
5歳児発達相談・5歳児キッズ事業
（担当：健康づくり課）

子どもの言語発達や衝動・多動性、対人関係など、発達の気になる子に
対してスクリーニングし、就学前に適切な相談や支援が受けられるよう
実施します。

986

11
しもつま元気ポイント事業
（担当：健康づくり課）

健診、健康教室への参加など、市民が自らの健康のために行った取り組
みに対し「しもつま元気ポイント」を付与します。100ポイント毎に、
市内協力店で使用できる利用券と抽選会応募のための抽選券に交換する
ことで、健康づくりの意識を向上・継続させ、疾病予防や健康増進を図
ります。

1,527

12
各種健康診査・がん検診事業
（担当：健康づくり課）

健康の保持・増進と疾病の発症予防のため、各種健康診査・特定保健指
導やがん検診などを実施します。

61,921

③地域共生、社会福祉の推進 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
障害者福祉計画等策定事業
（担当：福祉課）

第4期障害者計画、第7期障害福祉計画、第3期障害児福祉計画を一体的
に策定し、障害者の自立及び社会参加の支援等のため総合的かつ計画的
な推進を図ります。

5,526

新 2
成年後見制度法人後見制度支援事業
（担当：福祉課）

法人後見を行う事業所の立ち上げを支援し、法人後見の活動の推進を図
ります。

5,562

新 3
医療扶助オンライン資格確認導入事
業（担当：福祉課）

生活保護の医療扶助について、現在紙で発行している医療券を令和5年
度中にマイナンバーカードを利用したオンライン資格確認を導入しま
す。

5,000

新 4
高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画策定事業（担当：長寿支援課）

各種高齢者施策や介護保険事業の適切な実施を図るため、令和6年度か
ら令和8年度までの3か年を一期とする計画を策定します。

3,200

拡 5
高齢者福祉タクシー利用助成事業
（担当：長寿支援課）

高齢者の外出を促進し、閉じこもりの防止を図るとともに、高齢者の移
動を支援するため、タクシーの利用に係る費用の一部を助成します。

11,700

6
買物支援事業
（担当：長寿支援課）

食料品や日用品等の購入が困難な状況にある高齢者等への支援として、
事業者に委託をして移動販売事業（移動スーパー）を実施します。

990

7
高齢者生活支援事業
（担当：長寿支援課）

生活支援を必要とする高齢者に対し、地域において自立した日常生活を
営むことを継続できるよう、ごみ出しなどの簡単な家事支援等のサービ
スを提供します。

496

8
ひとりぐらし愛の定期便事業
（担当：長寿支援課）

65歳以上のひとり暮らしの高齢者宅に乳製品を宅配し、健康保持を図る
とともに、安否確認を行います。

8,551

9
広域シルバー人材センター運営補助
事業（担当：長寿支援課）

地域における高齢者の生きがいづくりや就労支援の場であるとともに、
地域社会の活性化に貢献する組織としてシルバー人材センターの運営に
補助を行います。

12,800

10
敬老事業
（担当：長寿支援課）

敬老祝金（80歳到達者）及び敬老の日記念品（88歳、100歳到達者）を
贈呈します。また、老人クラブ連合会に委託し敬老福祉大会を開催しま
す。

4,300

11
高齢者配食サービス事業
（担当：長寿支援課）

調理が困難な高齢者に対し、栄養バランスのとれた食事を手渡しで提供
するとともに、安否確認と健康状態の確認を行い、高齢者が在宅で自立
した生活が送れるよう支援します。

5,561

12
避難行動要支援者個別支援計画作成
事業（担当：福祉課）

災害対策基本法改正により、避難行動要支援者ごとに避難支援等を実施
するための計画（個別支援計画）を作成します。

2,117

事業名
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13
下妻市社会福祉協議会運営事業
（担当：福祉課）

下妻市社会福祉協議会の運営費（人件費）として市から社会福祉協議会
に対し、補助を行います。

47,039

14
生活困窮者自立支援事業
（担当：福祉課）

【自立相談支援事業】
　生活困窮者からの相談に応じ、アセスメントやプランの作成を行い、
必要なサービスの提供につなげます。
【学習支援事業】
　生活保護世帯、就学援助を受給している世帯及びひとり親世帯に属す
る、小学4年生から中学3年生までを対象に学習支援を行うとともに、居
場所の提供を行います。
【就労準備支援事業】
　さまざまな理由で就労に向けた準備が整っていない生活困窮者に対し
て、一般就労に向けた準備としての基礎能力の形成からの支援を行いま
す。
【家計改善支援事業】
　家計に課題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、家計の視点から必
要な情報提供や専門的な助言・指導等を行います。
【一時生活支援事業】
　一定の住居を持たない生活困窮者に対して、一定の期間内に限り、宿
泊場所の供与等を行うことで、生活の再建及び安定した生活への移行を
支援します。
【住居確保給付金】
　離職により住居を失った又はそのおそれが高い生活困窮者で、収入等
が一定水準以下の者に対して、有期で家賃補助を行います。

15,073

15
障害者福祉タクシー利用助成事業
（担当：福祉課）

障害者の外出を容易にし、社会参加の促進や日常生活の利便性を図るた
め、タクシー料金の一部を助成します。

3,672

16
障害者自立支援給付
（担当：福祉課）

居宅介護、生活介護などの介護給付、施設入所を支援する施設介護給
付、自立訓練、就労支援などの訓練等給付、補装具給付といった各種障
害福祉サービスの給付を行います。

881,563

17
生活保護
（担当：福祉課）

生活保護制度に基づき生活扶助、医療扶助など困窮の程度に応じた必要
な保護を行います。

653,974

①教育環境の充実 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
小中学校適正規模適正配置検討支援
事業（担当：学校教育課）

児童生徒数が減少し、学校の小規模化が進む中で、児童生徒の教育条件
の向上を図ることを目的として小中学校の適正規模適正配置を検討する
ため、支援業務を委託します。

9,268

拡 2
ICT教育サポート事業
（担当：学校教育課）

ICT支援員を小中学校に派遣し、授業等のサポートや教職員のICT研修等
を行います。

31,680

新 3
図書室利活用推進事業
（担当：学校教育課）

児童生徒が活発な雰囲気の中で学びあう場として図書室のさらなる利活
用を図るため、必要な備品を購入します。

2,526

新 4
大宝幼稚園園舎解体・駐車場整備事
業（担当：学校教育課）

大宝小学校は駐車場不足により来校者や教職員が校内通路等に駐車せざ
るを得ない状況にあるため、隣接する大宝幼稚園の園舎を解体し、その
敷地を大宝小学校の駐車場として整備します。

53,500

新 5
小中学校校舎・体育館照明改修事業
（担当：学校教育課）

中学校校舎及び水銀灯を使用している小中学校体育館の照明のLED化を
行います。

2,880

新 6
地域部活動運営事業
（担当：指導課）

休日の運動部活動の地域移行への実現を図り、少子化の中でも、将来に
わたり生徒がスポーツに継続して親しむことができる機会を確保すると
ともに、学校の働き方改革を推進します。

706

7
民間プール借上事業
（担当：学校教育課）

小中学校プール共同利用計画に基づき小学校4校（総上小、豊加美小、
宗道小、大形小）は、民間プールを利用します。

7,022

8
中学生英語キャンプ補助金
（担当：指導課）

国際社会で活躍できる人材育成のため、英国を再現した施設において宿
泊研修を行い、英語を実践しながら英国の伝統文化やマナーを体験する
参加費に対して補助します。

1,674

9
教育支援センター事業
（担当：指導課）

スクールサポートセンターから派遣される教育相談員が不登校児童・生
徒に対する相談・サポートを行い、社会的自立に向けた支援を行いま
す。

23,133

10
英語教育推進事業
（担当：指導課）

ALT（英語指導助手）、英語教育コーディネーター2名、及び学校教育指
導員を配置し、授業支援、指導計画及び市オリジナル教材の作成、英会
話教室、インターネットを介した海外の人々との交流等、「キッズから
シニアまで」各世代が英語に親しむ事業を実施し、英語のまちづくりに
資する取り組みを行うとともに、児童生徒のコミュニケーション能力を
育成します。

47,448

事業名

育、文化育、文化 目標２：人と文化を育む「心豊かなまち」
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11
英語検定料補助事業
（担当：指導課）

公益財団法人日本英語検定協会が実施する実用英語技能検定（英検）の
受験者に対し、検定料の半額を補助します。

1,424

12
小中学校教育用情報機器整備事業
（GIGAスクール構想）
（担当：学校教育課）

GIGAスクール構想に基づき整備した１人１台タブレット端末とソフト
ウェアについて、様々な学習場面において有効に活用します。

52,636

13
学習指導員配置事業
（担当：学校教育課）

児童生徒の個々の能力に応じたきめ細かい指導を実施するため、補助教
員として学習指導員を配置し、学力の向上を図ります。

28,605

14
幼稚園送迎バス運行事業
（担当：子育て支援課）

上妻・ちよかわ幼稚園の送迎バスの運行を行います。 13,247

15
給食食材購入事業
（担当：学校教育課）

自校方式の小中学校において、栄養バランスの取れたおいしい学校給食
を提供するため、安全安心な食材を購入します。（食材購入費は原則保
護者負担ですが、全保護者を対象に1,430万円を公費で負担するととも
に、生活困窮世帯等を対象に1,330万円を補助します。）

165,721

②生涯学習、文化、スポーツの推進 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
コミュニティ・スクール導入事業
（担当：生涯学習課）

地域と一体となって子どもたちを育む「地域とともにある学校」へと転
換していくことを目指し、市立小中学校の一部にパイロット校としてコ
ミュニティ・スクールを導入します。

1,428

2
公民館教室事業
（担当：公民館）

各種教室を開催し、生涯学習の場として市民ニーズに応じた学習機会を
提供します。

3,206

3
市立図書館の図書購入事業
（担当：図書館）

市民の教育・文化の発展に資する魅力ある図書館として、図書・CD・
DVD等を購入し資料の充実に努めます。

10,000

4
青少年対策事業
（担当：生涯学習課）

青少年の健全育成と非行防止に向けて市と青少年健全育成団体、青少年
関係団体とが連携し、街頭巡回指導をはじめとした各種活動を行うなど
青少年行政の推進を図ります。

3,925

5
家庭教育支援事業
（担当：生涯学習課）

子どもの教育や人格形成には家庭教育が重要なことから、保護者に対し
て家庭教育のあり方を学習する機会を提供します。

6
訪問型家庭教育支援事業
（担当：生涯学習課）

教育部と保健福祉部が連携した訪問型家庭教育支援事業では、地域の人
材を活用した支援チーム員が、子育てに悩みや不安を抱えたまま孤立し
がちな就学前の幼児を持つ家庭を訪問し、個別相談や情報提供を行って
いきます。

7
各種スポーツ教室・大会助成事業
（担当：生涯学習課）

市民へのスポーツ普及に重要な役割を果たしているスポーツ教室やス
ポーツ大会の開催に対する補助、また全国大会等出場に対する補助を行
います。

7,304

③都市間交流、国際交流の推進 （千円）

事業の概要 予算額

1
あわら市との教育交流事業補助金
（担当：指導課）

姉妹都市（福井県あわら市）の児童生徒及び教員と交流することによ
り、両市の教育の発展と児童生徒の視野の拡大や友好を深めます。

1,381

2
姉妹都市等交流事業
（担当：企画課）

姉妹都市（福井県あわら市）や県外の災害時相互応援協定締結都市（東
京都足立区、千葉県浦安市）との自然、歴史、文化、伝統等を通じた交
流事業を行う団体に対して経費の一部を助成します。

200

①農業の振興 （千円）

事業の概要 予算額

1
新規就農者育成総合対策事業
（担当：農業政策課）

経済リスクを負っている新規就農者の経営が軌道に乗るまでの間、45歳
未満で新規就農する場合に経営開始資金を年間最高額150万円を上限に
最長3年間給付します。

12,798

2
機構集積協力金交付事業
（担当：農業政策課）

農地貸借の中間受け皿となる農地中間管理機構を通し、地域の担い手農
家へ農地を貸し付けた場合に、出し手に対し協力金を交付します。

12,200

3
農機シェアリングサービス事業
（担当：農業政策課）

農業への新規参入者にとって、トラクタ等の農業機械確保に係る初期投
資が大きな障壁となっており、その課題解消に向け農機メーカーと連携
協定を締結し、農機シェアリングサービスを実施していく中で、利用料
金の1/2を助成するものです。

396

4
産地づくり対策助成金
（担当：農業政策課）

販売価格の安い転作作物の作付に助成を行い、ブロックローテーション
等、計画的な生産調整を促進し、合理的・効率的な営農体制の構築を図
ります。

43,000

事業名

2,036

事業名

事業名

光、産業振興光、産業振興 目標３：にぎわいと活気を生み出す「活力あるまち」
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5
CSF豚コレラワクチン接種手数料補
助金（担当：農業政策課）

CSF感染拡大防止のため、ワクチン接種1回あたり50円を市で助成するこ
とにより、CSFワクチンの全頭接種を促します。

5,750

6
家畜畜産物衛生指導協会補助金
（担当：農業政策課）

ワクチン接種の完全実施により家畜疾病の清浄化を推進します。また、
地域と調和した畜産経営を確立するため、防虫剤・消臭剤等薬剤の購入
に対し補助を行います。

3,685

7
多面的機能支払交付金事業
(担当：農地整備課）

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、市内で活動し
ている19組織を取りまとめる農村保全広域協定運営委員会に対し支援を
行い、地域資源の適切な保全管理を推進します。

38,021

8
ほ場整備事業
（担当：農地整備課）

生産性の向上、農地集積の促進等を図るため総上・豊加美地区において
実施される県営ほ場整備事業の他、二本紀地区及び今泉・中居指地区に
おいても事業認可に向け推進します。

14,450

9
総上・豊加美地区県営農道整備事業
負担金（担当：農地整備課）

水稲作業の効率化や、農地集積、流通の迅速化に向けて、総上・豊加美
地区県営ほ場整備事業にあわせて基幹道路を整備します。

21,000

10
基幹水利施設管理事業
（担当：農地整備課）

国営霞ヶ浦用水農業水利事業で造成された施設のうち基幹水利施設管理
事業の対象施設について、管理主体である13市町の代表として事務（維
持・管理）等を行います。

136,970

11
水利施設管理強化事業
（担当：農地整備課）

農業水利施設の有する多面的機能の発揮等のため、県及び市町が事業主
体として、土地改良区等の管理体制の整備を図ります。

37,444

②地域経済の活性化と観光の振興 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
市PR動画制作事業
（担当：秘書課）

観光客などの交流人口や移住人口等の増加につなげるために、市の魅力
をアピールするPR動画を作成します。

2,970

拡 2
道の駅しもつま改修事業
（担当：建設課、農業政策課）

施設の機能改善を図り、利用者の利便性向上及び施設の活性化に繋げま
す。

61,800

新 3
県観光キャンペーン推進事業
（担当：商工観光課）

茨城県の観光キャンペーン「茨城デスティネーションキャンペーン」に
おいて、市独自の特別企画を実施します。

7,069

拡 4
ビアスパークしもつま改修事業
（担当：農業政策課）

老朽化等で傷んだ箇所の部品交換等の必要な改修を実施し、適切な施設
の維持管理を行います。

20,554

5
住宅リフォーム資金補助事業
（担当：商工観光課）

市内に住所を有し、かつ、補助対象となる住宅に居住しており、市税や
介護保険料、後期高齢者医療保険料を完納している人で、市内の施工業
者によって住宅の改修工事を行った場合に、工事費の一部を補助しま
す。工事費総額（消費税を除く）10万円以上で、工事費の10％を補助
（上限10万円）

3,000

6
しもつま砂沼フェスティバル事業
砂沼フレンドリーフェスティバル事
業（担当：商工観光課）

毎年10月、下妻の郷土芸能や特産物、工芸品など広く紹介するととも
に、人々が楽しく交流できるイベントを開催します。

8,570

7
中小企業事業資金利子補給等
（担当：商工観光課）

市中小企業事業資金融資制度の利用促進を図るため、自治及び振興金融
利用者に対し、利子及び保証料を補助します。

9,000

8
さん歩の駅サン・ＳＵＮさぬま指定
管理業務（担当：商工観光課）

民間のノウハウを活用して、サービスの向上、経費の節減を図るため下
妻市観光交流センターの管理運営を指定管理者に委託します。

6,200

9
小貝川フラワーフェスティバル事業
（担当：商工観光課）

小貝川の河川敷にて恒例のフラワーフェスティバルを開催します。市民
ステージ、特産品販売、とん汁提供等を予定しています。

2,300

③就労環境の適正化 （千円）

事業の概要 予算額

1
各種勤労者福祉施設の運営
（担当：商工観光課）

受講生の多様な要望に応じた講座を開講するとともに、就労後や休日と
いった余暇時間におけるレクリエーション活動の場として、クラブやグ
ループ等が利用できるよう運営を行います。

26,100

①生活、衛生環境の向上 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
資源ごみ集積所整備改善事業費補助
金（担当：環境課）

資源ごみ集積所の拡充を図るため、新規設置もしくは修繕等にかかる費
用の一部を補助します。

500

事業名

事業名

事業名

活、環境活、環境 目標４：環境にやさしく災害に強い「安全なまち」
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2
単独処理浄化槽撤去助成事業
（担当：環境課）

1,200

3
宅内配管工事助成事業
（担当：環境課）

3,000

4
合併処理浄化槽設置助成事業
（担当：環境課）

23,464

5
公害対策事業
（担当：環境課）

住みよい環境を確保するため、公害防止のための検査や不法投棄監視の
ためのパトロールを行います。

8,107

6
広域葬斎場及びし尿処理場の運営
（担当：環境課）

140,098

7
広域ごみ処理施設の運営
（担当：環境課）

412,498

②地域の安全・安心の強化 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
防犯カメラ設置事業補助金
（担当：消防防災課）

市内における犯罪抑止力の向上や、安全で安心なまちづくりの推進を図
ることを目的とし、地域団体が設置する防犯カメラの設置費用の一部を
補助します。

4,000

新 2
消防ポンプ自動車購入事業
（担当：消防防災課）

納車後21年が経過した第6分団第3部の消防自動車を更新します。 20,152

新 3
避難所備蓄食糧更新事業
（担当：消防防災課）

避難所に備蓄してある食糧及び水が消費期限を迎えるため更新します。 9,000

4
街頭防犯カメラ設置事業
（担当：消防防災課）

公共の安全安心を確保し犯罪に強いまちづくりを推進するため、市内の
主要交差点に街頭防犯カメラ4台の設置工事を実施します。

3,278

5
LED防犯灯設置事業
（担当：消防防災課）

市内全域の防犯灯3,138灯を10年間のメンテナンス付リース契約により
LED化しました。契約期間終了後、防犯灯は市に無償譲渡されます。ま
た、地域の要望に応じ、新規設置も行います。

8,361

6
消費生活センター運営事業
（担当：商工観光課）

市民等の消費者問題に対応するため、相談業務や消費生活センターホー
ムページを活用した注意喚起等を行います。また、消費者教育の取り組
みとして、市内小中学校や高齢者等向けに出前講座を実施します。

4,785

7
自主防災組織育成事業
（担当：消防防災課）

地域の防災意識の高揚と防災力強化を図るため、自主防災組織の結成、
活動等を推進し、災害等に対する地域防災体制の充実に努めます。

1,561

8
空家対策事業
（担当：消防防災課）

下妻市空家等対策計画に基づき、管理されていない空き家に対する助
言・指導や空き家所有者の支援、空き家の利活用の推進など、空家対策
を実施します。

393

③地域活性化の推進 （千円）

事業の概要 予算額

拡 1
ふるさと納税推進事業
（担当：企画課）

ふるさと納税を通じて、下妻市の魅力を知ってもらい、下妻市全体の活
性化につなげます。

410,953

新 2
ふるさと納税返礼品開発支援補助金
（担当：企画課）

ふるさと納税による本市への寄附の拡大、地域活性化や地場産業の振興
に繋げるため、返礼品の企画開発を行う事業者への支援を行います。

3,000

3
わくわく茨城生活実現事業
（担当：企画課）

東京23区内に在住又は東京圏在住で23区に通勤する方が下妻市に移住
し、移住支援金の対象となる就業先に就職した場合などに、移住支援金
を支給します。

2,900

④自然、環境の保全 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
公共施設への再生可能エネルギー導
入事業（担当：環境課）

災害時の避難所等に指定されている公共施設への再生可能エネルギー
(太陽光パネル、蓄電池)導入を推進するため、施設の現況把握と導入モ
デルを検討し、設備導入に向けた実施設計を行います。

11,000

新 2
電気自動車等充給電設備導入支援補
助金（担当：環境課）

自ら居住する住宅に電気自動車等充給電設備(Ｖ2Ｈ)を導入した方に対
し、補助金を交付します。

250

3
環境アクションプラン推進事業
（担当：環境課）

環境アクションプランの重点事業の1つである「砂沼アクションプラ
ン」を推進し、「ありたい未来の砂沼」の実現に向け、市民参加による
環境学習会を開催します。

675

生活環境の向上・改善と、公共水域の水質保全を図るため、合併処理浄
化槽の設置推進に努めるとともに、単独処理浄化槽の撤去および宅内配
管工事に対し補助を行います。

広域的な行政課題に対応するため下妻地方広域事務組合に加入し、ごみ
処理、斎場、最終処分場など一部事務組合の業務として共同で実施する
ことにより、経費の節減を図り、効率的な行政運営に努めます。

事業名

事業名

事業名
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①都市計画の推進と景観の形成 （千円）

事業の概要 予算額

1
砂沼戦略推進事業
（担当：都市整備課）

地域資源である「砂沼」や公共空間等を活用し、民間主導の公民連携に
よる新しい下妻ライフの創造や地域経済循環を促進するまちづくりを推
進します。

7,962

拡 2
まちメディア構築事業
（担当：都市整備課）

下妻市独自のメディアを情報インフラとして構築し、情報発信を強化し
てまちのファンを増やすことで、砂沼戦略の推進と効果の促進を図りま
す。

3,630

拡 3
Waiwaiドームしもつま賑わい促進事
業（担当：都市整備課）

更なるまちなかの賑わいとエリア価値向上を達成するため、ノウハウの
ある企業の専門人材を招聘し民間活力を導入することで、交流人口の増
加を図りストック効果を促進します。

6,600

4
小貝川ふれあい公園維持管理業務
（担当：都市整備課）

小貝川ふれあい公園の管理・運営を行います。 59,559

5
やすらぎの里公園維持管理業務
（担当：都市整備課）

やすらぎの里公園の管理・運営を行います。 26,477

6
砂沼広域公園維持管理業務
（担当：都市整備課）

砂沼広域公園の管理・運営を行います。 44,773

7
県指定管理公園維持管理業務
（担当：都市整備課）

県指定管理公園（砂沼広域公園の一部）の管理・運営を行います。 41,104

8
街区公園等維持管理業務
（担当：都市整備課）

街区公園9箇所等の管理・運営を行います。 19,858

9
Waiwaiドームしもつま管理業務
（担当：都市整備課）

Waiwaiドームしもつまの管理・運営を行います。 20,793

②社会基盤の整備、拡充 （千円）

事業の概要 予算額

1
道路整備事業（南部環状線）
（担当：建設課）

国道294号から市道大貝・下川原線に連絡する延長3,800mの道路を整備
します。
◎延長・幅員　総延長Ｌ＝3,800m W=14.0m(両側歩道)

80,400

2
路面再生工事
（担当：建設課）

市道の維持補修を行い、道路の安全性の向上を図ります。 130,000

3
橋梁定期点検
（担当：建設課）

市道に架かる全ての橋梁について、5年毎に定期点検を行い、安全を確
保するとともに長寿命化を推進します。
◎令和5年度点検予定数 53橋

14,000

③公共交通網の整備、拡充 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
地域公共交通実証実験タクシー利用
補助金（担当：企画課）

公共交通空白地域に適した施策の検証を行うため、高齢者福祉タクシー
事業の対象者を拡大し、かつ障害者福祉タクシー利用者分も含め、タク
シー助成券の追加交付を実施します。

7,686

2
広域連携バス運行事業
（担当：企画課）

下妻駅から川島駅をつなぐ筑西下妻広域連携バスを運行し、広域交通網
の形成による沿線住民、学生の通学などの利用を促進します。

27,439

3
コミュニティバス運行事業
（担当：企画課）

下妻駅を中心に東西をつなぐコミュニティバスの運行により公共交通手
段を拡充し、市民の利便性向上と中心市街地の活性化を図ります。

14,395

4
地域公共交通活性化協議会負担金
（担当：企画課）

コミュニティバス等に対する国補事業の計画策定・事業評価及びコミュ
ニティバスのルート・時刻表などの協議を行う他、近隣市町との連携強
化に向けた需要調査などを実施します。

5,160

事業名

事業名

事業名

市基盤 目標５：自然と都市が共生する「快適なまち」
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①市民協働、地域活動の推進 （千円）

事業の概要 予算額

拡 1
地域おこし協力隊事業
（担当：企画課、都市整備課、農業
政策課）

都市地域から下妻市へ生活の拠点を移した者を「地域おこし協力隊」と
して委嘱し概ね3年間、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR等の
地域おこし支援や、農林水産業への従事、住民支援などの「地域協力活
動」を行いながら定住・定着を図ります。

39,571

2
市民協働のまちづくり事業
（担当：企画課）

市民によるまちづくりの活性化を図るため、市民団体等が自主的かつ主
体的に行うまちづくり推進事業に対し、事業経費を交付します。

540

3
地域集会施設整備費補助金
（担当：総務課）

地域住民の連帯意識の高揚及び住民参加によるまちづくりを促進するた
め、自治活動に必要な地域集会施設の整備を行う自治会等に対し補助金
を交付します。

1,000

4
自治総合センターコミュニティ助成
事業（担当：総務課）

地域のコミュニティ活動の充実・強化を図るため、必要な備品の整備な
ど、安全な地域づくりと共生のまちづくり、活力ある地域づくり等に対
して助成を行います。

5,000

②自立した行財政運営 （千円）

事業の概要 予算額

新 1
窓口支援システム導入事業
(担当：市民課）

転出証明書やマイナンバーカード等の券面事項の情報を読み取り、OCR
処理により異動届や申請書類を作成することで、市民の窓口での手続き
及び待ち時間を短縮させ、窓口サービスの向上を図ります。

15,253

新 2
kintone運用事業
(担当：DX推進課）

プログラムの知識がなくても、必要なシステムを職員自ら作成すること
ができ、業務改善アプリとして有効なkintoneについて、実証期間の終
了に伴い、本格運用に移行します。

2,511

新 3
市公式LINE機能拡張（スマホ市役
所）事業　　(担当：DX推進課）

市公式LINEの機能を拡張し、オンラインで行政手続を行うことができる
サービス（スマホ市役所）を提供します。

2,306

新 4
スマートフォン購入補助金
(担当：DX推進課）

シニア世代がスマートフォンを新規購入する際、一人あたり2万円の補
助金を交付します。

2,000

新 5
職員派遣研修（人材マネジメント）
(担当：総務課）

人材マネジメントを学ぶ自治体経営セミナーに職員を派遣し、未来を創
るリーダー候補を養成します。

440

6
庁舎等建設事業
(担当：資産経営課）

老朽化した市庁舎の建て替えにあわせて、千代川庁舎や保健センターを
集約化・複合化することで、公共施設保有量を削減し、将来負担の軽減
や都市拠点の再編を目指します。

310,422

7
市税等の徴収確保対策
（担当：収納課）

市税等の徴収率低下を防ぐため、口座振替制度を促進するとともに、24
時間納付可能なコンビニエンスストアやクレジットカード、スマート
フォンアプリ、地方税共通納税システム等により納付機会の拡大を図り
ます。

39,410

8
マイナンバーカード普及促進事業
（担当：市民課）

マイナンバーカードの申請受付、交付体制を整備しマイナンバーカード
の交付率向上を図ります。

18,324

9
証明書コンビニ交付事業
（担当：市民課）

マイナンバーカードを利用してコンビニ等に設置してあるキオスク端
末、及び本庁舎・千代川公民館のマルチコピー機で住民票等の証明書交
付を行います。

7,184

10
一部事務組合による広域的な行政運
営（担当：企画課）

115,960

11
広域による常備消防運営
（担当：消防防災課）

591,292

事業名

地方分権に伴い、自立性の高い行政運営が求められている中、広域的な
行政課題に対応するため、共同処理できるものは一部事務組合の業務と
して実施することにより、経費の節減を図るなど効率的な行政運営を図
ります。
・広域行政運営に係る事務費
・下妻地方広域事務組合によるほっとランドきぬ運営
・茨城西南地方広域市町村圏事務組合による常備消防運営

事業名

民協働、行財政運営民協働、行財政運営 目標６：市民と共に次世代を築く「自立したまち」

-8-



２．歳入、歳出総括表

　①　歳　入

令和５年度 令和４年度  増     減

1 市 税 5,818,828 5,462,300 356,528 6.53 ％ 32.2 ％

2 地 方 譲 与 税 239,560 247,300 △ 7,740 △ 3.13 1.3

3 利 子 割 交 付 金 2,350 3,000 △ 650 △ 21.67 0.0

4 配 当 割 交 付 金 32,110 20,100 12,010 59.75 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 21,128 29,000 △ 7,872 △ 27.14 0.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 111,000 96,200 14,800 15.38 0.6

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,099,696 995,800 103,896 10.43 6.1

8 環 境 性 能 割 交 付 金 14,000 26,000 △ 12,000 △ 46.15 0.1

9 地 方 特 例 交 付 金 36,000 30,000 6,000 20.00 0.2

10 地 方 交 付 税 3,200,000 3,200,000 0 0.00 17.7

普　     　通 2,800,000 2,850,000 △ 50,000 △ 1.75 15.5

特　　     別 400,000 350,000 50,000 14.29 2.2

11 交通安全対策特別交付金 3,423 3,716 △ 293 △ 7.88 0.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 82,725 81,393 1,332 1.64 0.5

13 使 用 料 及 び 手 数 料 125,403 122,991 2,412 1.96 0.7

14 国 庫 支 出 金 2,325,880 2,442,743 △ 116,863 △ 4.78 12.9

15 県 支 出 金 1,386,420 1,463,850 △ 77,430 △ 5.29 7.7

16 財 産 収 入 15,225 14,414 811 5.63 0.1

17 寄 附 金 600,301 350,001 250,300 71.51 3.3

18 繰 入 金 1,473,213 1,232,387 240,826 19.54 8.1

19 繰 越 金 300,000 200,000 100,000 50.00 1.7

20 諸 収 入 457,138 397,905 59,233 14.89 2.5

21 市 債 715,600 3,200,900 △ 2,485,300 △ 77.64 4.0

18,060,000 19,620,000 △ 1,560,000 △ 7.95 100.0

（単位千円）

款 伸  び  率 　割　　合

歳　入　合　計
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②　市税について

令和５年度 令和４年度  増     減

2,047,926 1,932,189 115,737 5.99 ％ 35.2 ％

458,579 345,442 113,137 32.75 7.9

2,796,050 2,700,683 95,367 3.53 48.0

4,716 4,795 △ 79 △ 1.65 0.1

150,357 145,111 5,246 3.62 2.6

346,800 320,400 26,400 8.24 6.0

14,400 13,680 720 5.26 0.2

5,818,828 5,462,300 356,528 6.53 100.0

　 ③　歳　出

令和５年度 令和４年度  増  　 減

1 議 会 費 198,233 205,353 △ 7,120 △ 3.47 ％ 1.1％

2 総 務 費 3,039,692 5,041,747 △ 2,002,055 △ 39.71 16.8

3 民 生 費 6,445,625 6,507,299 △ 61,674 △ 0.95 35.7

4 衛 生 費 1,303,246 1,314,188 △ 10,942 △ 0.83 7.2

5 労 働 費 27,066 26,100 966 3.70 0.2

6 農 業 費 730,520 756,632 △ 26,112 △ 3.45 4.0

7 商 工 費 144,836 139,024 5,812 4.18 0.8

8 土 木 費 1,668,466 1,396,597 271,869 19.47 9.2

9 消 防 費 775,675 682,842 92,833 13.60 4.3

10 教 育 費 1,851,955 1,650,754 201,201 12.19 10.3

11 災 害 復 旧 費 5 5 0 0.00 0.0

12 公 債 費 1,844,681 1,869,459 △ 24,778 △ 1.33 10.2

13 予 備 費 30,000 30,000 0 0.00 0.2

18,060,000 19,620,000 △ 1,560,000 △ 7.95 100.0

合　　　　計

（単位千円）

区　　　　　分 伸　び　率 割　　合

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

（単位千円）

款 伸　び　率 　割　　合

歳　出　合　計

固 定 資 産 税

国 有 資 産 等 所 在 市 町 村
交 付 金 及 び 納 付 金

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

入 湯 税
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【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分） ５９１，３５８千円

【歳出】　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 ６，０４５，５３１千円

（単位：千円）

国（県）
支出金

その他

社 会 保 障
財 源 化 分
の 地 方 消
費税交付金

その他

総合福祉事業 77,252 0 0 7,557 69,695

障害者福祉事業 1,207,509 855,829 12,067 118,115 221,498

高齢者福祉事業 163,535 28,607 17,795 15,996 101,137

児童福祉事業 2,406,614 1,458,129 105,140 235,409 607,936

生活保護扶助事業 669,398 504,809 4 65,479 99,106

小　　　　計 4,524,308 2,847,374 135,006 442,556 1,099,372

国民健康保険事業 222,148 140,043 0 21,730 60,375

介護保険事業 433,850 0 0 42,438 391,412

後期高齢者保険事業 590,088 85,497 0 57,721 446,870

小　　　　計 1,246,086 225,540 0 121,889 898,657

疾病予防対策事業 193,234 4,237 8,967 18,901 161,129

母子衛生事業 74,012 29,434 2,603 7,240 34,735

医療提供体制確保事業 7,891 0 884 772 6,235

小　　　　計 275,137 33,671 12,454 26,913 202,099

6,045,531 3,106,585 147,460 591,358 2,200,128

３．地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

事　　　業　　　名 経　　費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

　

※地方消費税交付金のうち消費税率引き上げに伴う増収分については、その使途を明確化し、「消費税法第１条第２項に規定する
 　経費その他社会保障施策に要する経費に充てるものとする。」とされています。

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　　　　　　　　計

　令和５年度下妻市一般会計当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況については、
次のとおりです。
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国民健康保険特別会計

　　　令和５年度当初予算額 4,911,000 千円

　　　令和４年度当初予算額 4,794,000 千円

　　　（令和４年度当初予算額に対し、117,000千円  2.44％の増）

１．主な内容

歳　入

　　○　県支出金・保険給付費等交付金

　　　　普通交付金 3,285,610 千円

　　　　保険者努力支援分 26,651 千円

　　　　特別調整交付金分（市町村分） 16,568 千円

　　　　県繰入金（２号分） 43,158 千円

　　　　特定健康診査等負担金 8,504 千円

　　○　一般会計繰入金 373,078 千円

　　○　国保支払準備基金繰入金 188,437 千円

歳　出

　　○　保険給付費 3,310,919 千円

　　○　国民健康保険事業費納付金

　　　　医療給付費分 929,196 千円

　　　　後期高齢者支援金等分 358,659 千円

　　　　介護納付金分 127,480 千円
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２．歳入、歳出総括表

　 ①　歳　入

令和５年度 令和４年度  増   　減

1 国 民 健 康 保 険 税 925,040 937,055 △ 12,015 △ 1.28 ％ 18.9 ％

2 使 用 料 及 び 手 数 料 701 791 △ 90 △ 11.38 0.0

3 県 支 出 金 3,380,491 3,383,927 △ 3,436 △ 0.10 68.8

4 財 産 収 入 40 40 0 0.00 0.0

5 繰 入 金 561,515 443,209 118,306 26.69 11.4

6 繰 越 金 20,000 1,000 19,000 1900.00 0.4

7 諸 収 入 23,213 27,978 △ 4,765 △ 17.03 0.5

4,911,000 4,794,000 117,000 2.44 100.0

②　歳　出

令和５年度 令和４年度  増　 　減

1 総 務 費 113,553 116,430 △ 2,877 △ 2.47 ％ 2.3 ％

2 保 険 給 付 費 3,310,919 3,310,440 479 0.01 67.4

3
国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

1,415,335 1,277,022 138,313 10.83 28.8

4 共 同 事 業 拠 出 金 1 5 △ 4 △ 80.00 0.0

5 保 健 事 業 費 54,132 59,958 △ 5,826 △ 9.72 1.1

6 基 金 積 立 金 40 40 0 0.00 0.0

7 諸 支 出 金 7,020 10,123 △ 3,103 △ 30.65 0.2

8 予 備 費 10,000 19,982 △ 9,982 △ 49.95 0.2

4,911,000 4,794,000 117,000 2.44 100.0

款 伸　び　率 割　　合

歳　出　合　計

（単位 千円）

款 伸　び　率 　割　　合

歳　入　合　計

（単位 千円）
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後期高齢者医療特別会計

　　　令和５年度当初予算額 554,000 千円

　　　令和４年度当初予算額 536,000 千円

（令和４年度当初予算に対し、18,000千円　3.36％の増）

１．主な内容

歳　入

　　○　一般会計繰入金

　　　　事務費等分 44,720 千円

　　　　保険基盤安定分 113,997 千円

　　○　受託事業収入 6,504 千円

歳　出

　　後期高齢者医療広域連合納付金 501,279 千円

　　保健事業費 7,918 千円

２．歳入、歳出総括表

　 ①　歳　入

令和５年度 令和４年度 　増　　減

1 後期高齢者医療保険料 387,247 364,533 22,714 6.23 ％ 69.9 ％

2 使 用 料 及 び 手 数 料 64 64 0 0.00 0.0

3 繰 入 金 158,717 161,936 △ 3,219 △ 1.99 28.6

4 繰 越 金 1,000 1,000 0 0.00 0.2

5 諸 収 入 6,972 8,467 △ 1,495 △ 17.66 1.3

554,000 536,000 18,000 3.36 100.0

②　歳　出

令和５年度 令和４年度 　増　　減

1 総 務 費 41,698 44,044 △ 2,346 △ 5.33 ％ 7.5 ％

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

3 保 健 事 業 費 7,918 9,634 △ 1,716 △ 17.81 1.4

4 諸 支 出 金 1,430 1,430 0 0.00 0.3

5 予 備 費 1,675 2,500 △ 825 △ 33.00 0.3

554,000 536,000 18,000 3.36 100.0

90.5

（単位 千円）

款 伸　び　率 　割　　合

歳　入　合　計

（単位 千円）

歳　出　合　計

款 伸　び　率 割　　合

2 501,279 478,392 22,887 4.78
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介護保険特別会計

　　　令和５年度当初予算額 3,936,000 千円

　　　令和４年度当初予算額 4,005,000 千円

（令和４年度当初予算額に対し、69,000千円　1.72％の減 ）

１．主な内容

歳　出

  介護サービス給付事業

  地域支援事業

２．歳入、歳出総括表

　 ①　歳　入

令和５年度 令和４年度 　増　　減

1 保 険 料 830,053 823,710 6,343 0.77 ％ 21.1 ％

2 分 担 金 及 び 負 担 金 8,613 8,171 442 5.41 0.2

3 使 用 料 及 び 手 数 料 110 120 △ 10 △ 8.33 0.0

4 国 庫 支 出 金 899,583 915,906 △ 16,323 △ 1.78 22.9

5 支 払 基 金 交 付 金 1,014,963 1,033,302 △ 18,339 △ 1.77 25.8

6 県 支 出 金 552,841 561,927 △ 9,086 △ 1.62 14.0

7 財 産 収 入 50 50 0 0.00 0.0

8 繰 入 金 623,622 655,905 △ 32,283 △ 4.92 15.8

9 繰 越 金 1 1 0 0.00 0.0

10 諸 収 入 6,164 5,908 256 4.33 0.2

3,936,000 4,005,000 △ 69,000 △ 1.72 100.0

②　歳　出

令和５年度 令和４年度 　増　　減

1 総 務 費 108,973 118,405 △ 9,432 △ 7.97 ％ 2.8 ％

2 保 険 給 付 費 3,698,000 3,760,000 △ 62,000 △ 1.65 94.0

3 基 金 積 立 金 51 51 0 0.00 0.0

4 諸 支 出 金 749 849 △ 100 △ 11.78 0.0

5 地 域 支 援 事 業 費 126,806 123,761 3,045 2.46 3.2

6 予 備 費 1,421 1,934 △ 513 △ 26.53 0.0

3,936,000 4,005,000 △ 69,000 △ 1.72 100.0

款 伸　び　率 割　　合

歳　出　合　計

（単位 千円）

款 伸　び　率 　割　　合

歳　入　合　計

（単位 千円）
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介護サービス事業特別会計

　　　令和５年度当初予算額 9,000 千円

　　　令和４年度当初予算額 7,500 千円

　　　（令和４年度当初予算額に対し、1,500千円　20.00 ％の増）

１．主な内容

介護予防支援事業

２．歳入、歳出総括表

　 ①　歳　入

令和５年度 令和４年度  増   　減

1 サ ー ビ ス 収 入 8,404 7,054 1,350 19.14 ％ 93.4 ％

2 繰 越 金 593 443 150 33.86 6.6

3 諸 収 入 3 3 0 0.00 0.0

9,000 7,500 1,500 20.00 100.0

②　歳　出

令和５年度 令和４年度  増　 　減

1 介護サービス事業費 8,404 7,066 1,338 18.94 ％ 93.4 ％

2 予 備 費 596 434 162 37.33 6.6

9,000 7,500 1,500 20.00 100.0

款 伸　び　率 割　　合

歳　出　合　計

（単位 千円）

款 伸　び　率 　割　　合

歳　入　合　計

（単位 千円）
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水道事業会計

　　　令和５年度当初予算額 1,476,024 千円

　　　令和４年度当初予算額 2,316,367 千円

　　　（令和４年度当初予算額に対し、840,343千円  36.28％の減）

１．主な内容

①　水道運営管理事業

②  砂沼浄水場場内整備工事　

③  砂沼浄水場ろ過施設更新工事

２．収入、支出総括表

①　収益的予算

　 　  収　入 （単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増   　減

1 営 業 収 益 989,787 984,724 5,063 0.51 ％ 93.2 ％

2 営 業 外 収 益 72,124 75,296 △ 3,172 △ 4.21 6.8

1,061,911 1,060,020 1,891 0.18 100.0

 　支　出 （単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増　 　減

1 営 業 費 用 907,827 883,428 24,399 2.76 ％ 91.4 ％

2 営 業 外 費 用 82,904 90,710 △ 7,806 △ 8.61 8.4

3 予 備 費 2,000 2,000 0 0.00 0.2

992,731 976,138 16,593 1.70 100.0支　出　合　計

項 伸　び　率 　割　　合

収　入　合　計

　　　　項　　　　 伸　び　率 割　　合
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②　資本的予算

　    収　入 （単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増   　減

1 出 資 金 3,138 3,138 0 0.00 ％ 1.0 ％

2 企 業 債 297,740 996,000 △ 698,260 △ 70.11 99.0

3 他 会 計 負 担 金 0 40,000 △ 40,000 △ 100.00 0.0

300,878 1,039,138 △ 738,260 △ 71.05 100.0

   支　出 （単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増　 　減

1 建 設 改 良 費 117,993 961,329 △ 843,336 △ 87.73 ％ 24.4 ％

2 償 還 金 363,300 376,900 △ 13,600 △ 3.61 75.2

3 予 備 費 2,000 2,000 0 0.00 0.4

483,293 1,340,229 △ 856,936 △ 63.94 100.0支　出　合　計

　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 182,415千円は、過年度分損益勘定留保資金及び
当年度分損益勘定留保資金で補てんするものとする。

項 伸　び　率 　割　　合

収　入　合　計

　　　　項　　　　 伸　び　率 割　　合
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下水道事業会計

　　　令和５年度当初予算額 1,498,628 千円

　　　令和４年度当初予算額 1,567,427 千円　

　　　（令和４年度当初予算額に対し、68,799千円 4.39％の減）

１．主な内容

①下水道運営管理事業

②汚水管布設工事

③流域下水道建設事業負担金

２．収入、支出総括表

①　収益的予算

　 　  収　入
（単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増   　減

1 営 業 収 益 182,262 175,216 7,046 4.02 ％ 23.6 ％

2 営 業 外 収 益 591,077 610,275 △ 19,198 △ 3.15 76.4

773,339 785,491 △ 12,152 △ 1.55 100.0

 　支　出
（単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増　 　減

1 営 業 費 用 692,121 697,805 △ 5,684 △ 0.81 ％ 89.5 ％

2 営 業 外 費 用 79,201 85,667 △ 6,466 △ 7.55 10.2

3 予 備 費 2,017 2,017 0 0.00 0.3

773,339 785,489 △ 12,150 △ 1.55 100.0支　出　合　計

項 伸　び　率 　割　　合

収　入　合　計

　　　　項　　　　 伸　び　率 割　　合
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②　資本的予算

　    収　入 （単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増   　減

1 補 助 金 80,500 80,700 △ 200 △ 0.25 ％ 16.2 ％

2 企 業 債 267,100 306,200 △ 39,100 △ 12.77 53.9

3 負 担 金 148,122 116,962 31,160 26.64 29.9

4 その他資本的収入 0 16,212 △ 16,212 △ 100.00 0.0

495,722 520,074 △ 24,352 △ 4.68 100.0

   支　出 （単位 千円）

令和５年度 令和４年度  増　 　減

1 建 設 改 良 費 299,926 359,052 △ 59,126 △ 16.47 ％ 41.4 ％

2 企 業 債 償 還 金 425,363 422,886 2,477 0.59 58.6

725,289 781,938 △ 56,649 △ 7.24 100.0支　出　合　計

　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 229,567千円は、消費税及び地方消費税資本的収
支調整額、損益勘定留保資金及び減債積立金で補填するものとする。

項 伸　び　率 　割　　合

収　入　合　計

　　　　項　　　　 伸　び　率 割　　合
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